
議員提出議案第１号：国土強靱化対策の着実な推進を求める意見書

（議決日12月19日）

　我が国では、近年、気候変動の影響等により、全国各地で毎年のように大規模な自然災害が発生してい

る。また、本県においても、平成28年の熊本地震や令和２年７月豪雨、令和５年梅雨前線豪雨等による災

害などにより、県内各地で甚大な被害が相次いでおり、県民の生命・財産を守る防災・減災、国土強靱化

の取組みは、一層重要となっているため、ハード・ソフト両面から対策の推進が急務となっている。

　こうした状況を受け、国においては、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」として、

国土強靱化のための予算・財源を確保いただき深く感謝する。本県においてもこれを積極的に活用し、国

土強靱化地域計画に基づき、今後起こり得る自然災害に備え、被害を最小限に抑え、迅速な復旧・復興に

つながる「災害に強く安心・安全な熊本づくり」に取り組んでいるところである。

　しかしながら、その取組みは未だ道半ばであり、熊本地震や令和２年７月豪雨からの復旧・復興に加

え、国土強靱化の取組みを強力に進めるためには、中長期的な見通しのもと、計画的かつ継続的に取り組

むことが重要である。

　そうした中、本年６月の「国土強靱化基本法」の改正により、今後の施策の継続性が明記されたところ

であり、本県においても、改正国土強靱化基本法を踏まえ、５か年加速化対策完了後も切れ目なく、着実

に国土強靱化の取組みを進める必要がある。

　よって、国におかれては、下記の措置を講じられるよう強く要望する。

記

１　改正国土強靱化基本法を踏まえ、５か年加速化対策完了後においても、中長期的かつ明確な見通しの

もと、継続的・安定的に国土強靱化を推進できるよう、国土強靱化実施中期計画を早期に策定し、必要

な予算・財源を別枠で確保すること。

２　令和６年度末に期限を迎える「緊急浚渫推進事業」及び令和７年度末に期限を迎える「緊急自然災害

防止対策事業」について、期限を延長すること。

３　「緊急浚渫推進事業」において、「農業用用排水路」の浚渫や樋門からの排水先となる「澪筋」の浚渫

に係る費用について、事業の対象とすること。

　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

〇衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、農林水産大臣、国土交通大臣、内閣官

房長官、国家公安委員会委員長、国土強靭化担当大臣、内閣府特命担当大臣（防災）

可決された意見書・決議・条例等
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委員会提出議案第１号：�診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬・保育等の公定価格において社会

情勢に応じた適切な対応を求める意見書

（議決日12月19日）

　医療機関や介護サービス事業所・施設、障害福祉サービス事業所、保育所等の社会福祉施設等は、県民

が住み慣れた地域で安心して暮らすために必要不可欠な社会基盤であり、県民に安全・安心で質の高い医

療や福祉サービスを提供するため、診療報酬や介護報酬等の公的価格により運営されている。

　現在の我が国の制度では、国が定める公的価格については数年に一度、その時々の社会情勢等を勘案し

て改定されているが、改定までの間、急激な社会情勢の変化による水光熱費や燃料費、食材料費、診療材

料等の高騰に対しては柔軟な対応ができず、また、公的価格という性質上、利用者等には価格転嫁ができ

ないため、経費が嵩み、医療機関や社会福祉施設等の経営に大きな影響が生じる。

　特に、長期化したコロナ禍において、利用控えによる減収や感染症対策に要する経費の増加に加え、昨

今の物価高騰の影響で、医療機関や社会福祉施設等の経営は著しく逼迫している。このような状況では、

医療機関や社会福祉施設等に従事する方々の給与を引き上げることもできず、結果、他業種との給与格差

は益々広がり、人材不足の問題に更に拍車をかけるものとなっている。

　よって、国におかれては、今後も県民が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるために必要な質

の高い医療や福祉サービスを安定的に提供できるよう、診療報酬、介護報酬、障害福祉サービス等報酬及

び保育等の公定価格について、より実態に即した適切な改定を行うとともに、次期改定までの間に急激な

物価高騰等が発生し、医療機関や社会福祉施設等の経営に著しく影響があると認められる場合において

も、臨時的な改定で単価を引き上げ、経営状況の改善を図るなど、国の責任において既存の制度により対

応するよう強く要望する。

　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

〇衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣、内閣府特命担当大臣

（こども政策）
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